
貸

借

対

照

表

か

ら 

項目 金額(千円) 
前々年度 前年度 本年度 

総資産 427,331 1,425,530 931,520 

負債 87,258 756,765 272,328 
（うち有利子負債） （  0 ） （   0） （   0） 

純資産 340,073 668,765 659,192 

利益剰余金 43,188 29,150 29,828 
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項目 金額(千円) 
前々年度 前年度 本年度 

総収入(＝売上高十営業外収益十特別利益) 301,460 693,382 482,016 
（うち地方公共団体からの補助金・委託金） （251,571） （285,853） （256,630） 

経常損益 ▲3,739 ▲8,241 ▲1,588 

当期損益 2,147 ▲29,316 ▲1,588 

減価償却前当期損益 5,555 ▲26,174 16,530 

 

役員数（うち地方公共団体からの派遣者・退職者） 役 員 平 均 年 齢 役員の平均年収（千円） 職員数（うち地方公共団体からの派遣者・退職者） 職 員 平 均 年 齢 職員の平均年収（千円） 

15（ 3  ） 67 0 37  （  6  ） 43 4,526 

 

項目 金額(千円) 
備考(目的､内容､算出根拠等) 

前々年度 前年度 本年度 

① 補助金(助成金) 153,049 180,143 136,785 

社会福祉法人八尾市社会福祉協議会運営費補助金        44,605,129 円 

八尾市社会福祉関係団体育成事業補助金               700,410 円 

八尾市小地域ネットワーク活動推進事業補助金         48,739,811 円 

八尾市ボランティア活動振興事業補助金            16,212,904 円 

八尾市日常生活自立支援事業推進補助金            6,192,233 円 

八尾市社会福祉関係団体事務局事業補助金            9,567,447 円 

八尾市権利擁護推進事業補助金                5,785,029 円 

八尾市市民後見人活動支援補助金                 9,910 円 

障がい者団体育成事業補助金                 4,972,088 円 

② 利子補給金 0 0 0  

③ 税の減免額 0 0 0  

④ その他（    ） 0 0 0  

小計 153,049 180,143 136,785 － 

⑤ 損失補償契約に伴う金利軽減額 0 0 0  

⑥ 出資金､低利貸付等に伴う機会費用 0 0 0  

小計 0 0 0 － 

合計 153,049 180,143 136,785 － 

 

（参考）委託料 62,554 70,637 78,756 

八尾市権利擁護推進事業委託料                 864,670 円 

生活困窮者自立支援事業委託料                37,469,000 円 

生活支援コーディネーター業務委託料             12,873,160 円 

地域包括支援センターブランチ委託料             1,841,659 円 

介護予防サポーター事業委託料【高齢介護課】           398,023 円 

シルバーリーダー養成講座委託料【高齢介護課】               834,000 円 

高齢者ふれあいサロン運営委託料【高齢介護課】               28,615 円 

ファミリーサポートセンター事業委託料            24,447,130 円 

（参考）指定管理料 35,967 35,049 41,181 施設運営委託料                       41,180,900 円 

 

役員数（うち地方公共団体からの派遣者・退職者） 役 員 平 均 年 齢 役員の平均支給額（千円） 

0（ 0  ） - - 

 

外郭団体に関する情報公開資料 

 
１ 作成年月日および作成担当部署 

  作成年月日 令和２年９月 30 日 

  作成担当部署               大阪府八尾市 地域福祉部 地域福祉政策課 

２ 外郭団体名等 

  外郭団体名 社会福祉法人八尾市社会福祉協議会 

  外郭団体所在地   〒581-0003 大阪府八尾市本町二丁目４番 10 号          電話番号（072）991 － 1161 

  設立年月日  昭和 26 年４月１日   ホームページアドレス  http://yaosyakyo.org/yaosya/ 

３ 資本金    3,000 千円（ 当該地方公共団体の出資割合 － ％ ） 

 

４ 事業内容 

（１）社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

（２）社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

（３）社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

（４）（１）から（３）のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業 

（５）保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡 

（６）共同募金事業への協力 

（７）福祉サービス利用援助事業（権利擁護センター） 

（８）生活福祉資金貸付事業 

（９）各種相談事業 

（10）自立相談支援事業 

（11）生活支援体制整備事業 

（12）ボランティア活動の振興 

（13）善意銀行に関する事業 

（14）福祉有償運送事業 

（15）ファミリー・サポート・センター事業 

（16）八尾市立社会福祉会館の経営 

（17）幼保連携型認定こども園の経営 

（18）一時預かり事業 

（19）病児保育事業 

（20）地域子育て支援拠点事業 

（21）その他この法人の目的達成のため必要な事業 

 

５ 財務状況（令和２年３月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

６ 役職員の状況（令和２年３月 31 日現在） 

 

※役員の平均年収の計算の対象となる役員は、全役員 15 人のうち 0 人です。 

退職手当 

 

 

 

 

７ 外郭団体への関与の状況 
（１）公的支援（フロー）（令和２年３月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



項目 
内訳 

備考(目的､内容､算出根拠等) 
前々年度 前年度 本年度 

① 

損失補償契約に係る債務残高 0 0 0 

 （将来負担額） 0 0 0 

（将来負担参入率） 0.0％ 0.0％ 0.0％ 

② 貸付金残高 0 0 0  

③ 出資金 0 0 0  

合計 0 0 0 0 

 

 

（２）公的支援（ストック）（令和２年３月 31 日現在） 

 

 

 
 
 
 
 
 

８ 経営分析指標による経営状況の評価 

 

 

 
 
 
 
 

 

９ 地方公共団体による意見 

社会福祉法人八尾市社会福祉協議会は、本市における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化に

より、地域福祉の推進を図ることを目的として、昭和 26 年４月に設立された。また、昭和 48 年の八尾市立社会福祉会館開設以来、管理運営業務を委託して

おり、平成 18 年度から指定管理者として効率的な管理運営に努めている。 

   過日、令和２年度の予算及び事業計画並びに令和元年度の決算及び事業報告を受けたところ、令和元年度の当期損益は赤字となっているものこども園にお

ける減価償却のためであり、法人全体の事業運営自体は適正なものと認められる。 

今後も、効率的な事業運営を進めるとともに、さらなる市民サービスの向上に努め、地域福祉の推進に寄与すべきものと考える。 

 

10 その他の特記事項 

 

 

※公益法人及び社会福祉法人は、「５ 財務状況」の各項目のうち、必要な項目について、それぞれ公益法人会計基準及び社会福祉法人会計基準における 

決算書類の項目名等に読み替えています（下記参照）。 

公益法人 

＜貸借対照表＞・純資産⇒正味財産合計、利益剰余金⇒一般正味財産 

＜損益計算書＞・損益計算書⇒正味財産増減計算書 

・総収入(＝売上高＋営業外収益＋特別利益) ⇒総収入(＝経常収益＋経常外収益＋当期指定正味財産増加額) 

・経常損益⇒当期経常増減額 

・当期損益⇒当期一般正味財産増減額 

社会福祉法人 

＜貸借対照表＞・利益剰余金⇒次期繰越活動増減差額 

＜損益計算書＞・損益計算書 ⇒ 事業活動計算書 

・総収入(＝売上高＋営業外収益＋特別利益) 

 ⇒ 総収益(＝サービス活動収益＋サービス活動外収益＋特別収益－（事業区分間繰入金収益＋拠点区分間繰入金収益))  

・経常損益 ⇒ 経常増減差額 

・当期損益 ⇒ 当期活動増減差額 

 

 経営分析指標 指標の目安 前々年度 前年度 本年度 

①  流動比率（流動資産／流動負債） 比率が高い方が、健全である。 1.83 1.06 1.62 

②  自己資本比率（自己資本／総資産） 比率が高い方が、望ましい。 0.80 0.47 0.71 

③  売上高経常利益率（経常利益／売上高） 比率が高い方が、望ましい。 ▲ 0.01 ▲ 0.02 ▲ 0.003 

④  総収入に占める市受託事業及び市補助金の割合 比率が低い方が、自主的運営が図られている。 0.83 0.33 0.53 

 


